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論文
労働輸入と資本輸出
—ラマスワミ命題について—
?
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1. はじめに
アジア近隣諸国からの外国人の不法就労者が急増していることはしばしば報
じられているが，その受け入れをどうするかは，日本が対処しなければならな
い今日的課題であり難題といえよう。そのため，政府を始めさまざまな機関か
ら外国人労働者導入問題の報告書が発表されているが，それらの公約数的内容
は，専門・技能的労働者については受け入れを拡大させるが，単純労働者の就
労はできるだけ阻止し，労働過剰諸国に対しては，援助によって現地での雇用
増加に協力するのが望ましいというものである 1,2)。
1)例えば，労働省の外国人労働者問題研究会報告書（小池報告書）は「受け入れた外国
人労働者からの本国送金が短期的には外貨獲得など送金国の経済にメリットを与えた
としても，長期的にみれば，送金国自体の経済，産業振興なしに雇用機会の創出はあ
りえず，また一国の自立的な成長，発展も期待しえないものである。こうした立場か
らいえば，開発途上国にたいする経済援助や技術協力を強化していくこと対処するこ
とが基本となるものである」（労働省職業安定局編『今後における外国人労働者受入
れの方向』 1988年3月， 36ページ）と述べている。また，経済企画庁の国民生活審議
会政策部会報告は「外国人労働者の我が国への受入れは，我が国への受入れは，我が
国と相手国双方の経済社会の発展をもたらす形でおこなわれることが基本である。こ
うした観点から，相互に技術移転をもたらす専門的な技術・技能を有する外国人につ
いては，『日本人で代替することが困難な職種等』に限ることな＜受け入れていくこと
が必要である。単純労働力の受入れについては技術移転を生まず，必ずしも相手国の
経済発展に寄与することにつながらないために，慎重な対応が必要である。我が国と
しては，単純労働力の受入れを行うよりも，相手国経済発展に寄与することにより相
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けれども，外国人単純労働者の受入れよりも援助の方が， 日本にとっても，
相手国にとっても有利な政策であることが自明のことであろうか。インドの経
済学者ラマスワミが20年の前に短い論文3)で， 資本輸出と労働輸入の比較を理
論的におこない，特定の仮定のもとでは最適労働輸入が最適資本輸出よりも資
本豊富国にとって有利な政策であることを指摘した。これをラマスワミ命題と
名付けよう。しかし，・ラマスワミ自身の証明は不完全であり，ラマスワミ命題
の厳密な証明は面倒である。小論の目的は，ラマスワミ命題に関して，諸家の
業績に依拠しつつ図によ“る説明を一段と工夫するとともに，さらに，ラマスワ
ミ固有の仮定を除去して命題のより一般化を試みることである。
2. モデルと仮定
ラマスワミにしたがって， 2国2要素 1商品モデルを想定しよう。すなわ
ち， 1, 2両国がそれぞれ資本，労働をともに保有し，同一の商品を生産して
いる場合である。これらの 1, 2両国はまた共通の生産関数をもち，規模の収
穫一定，生産要素の限界生産性逓減にしたがうと仮定しよう。そして， 1国は
資本豊富国（労働不足国）， 2国は労働豊富国（資本不足国）とし，さらに 1国の資
本価格は 2国に比べて低<' 1国の労働価格は 2国に比べて高いと仮定しよ
う。両国間で生産要素の移動が認められるとすれば， 1国から 2国へ資本が移
動し， 2国から 1国へ労働が移動するであろう。なお， 1商品だけのモデルで
あるから商品の国際移動は考えなくてよい。 ' 
生産要素の移動に対して政府は政策的に介入することが可能である。以下
手国での服用創出を図る方策を採るべきであろう」（経済企画庁，『国民生活の国際化
ーその姿その課題ー」 1988年4月， 22ページ）と述べている。
2)アメリカにおいてもカーター政権の時代に，メキシコ等のラテン・アメリカ諸国から
の大量の不法就労者の潜入を防ぐために，そうした国々にたいする公的あるいは民間
の資金の流れを促進させ，それによって経済的格差の解消をはかるべきだという意見
がしばしば見られた。 Bhagwati (1979) pp. 96-97. 
3) Ramaswami (1968). 
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では， 1国が政策に関して activeな国， 2国が passiveな国とし， 1国が世
界の要素市場において独占力をもち， 1国がどのような政策をとっても， 2国
がそれに対して報復をおこなわないと仮定しよう。さらにラマスワミにしたが
って， 1国の企業家は 2国の資本価格で資本輸出の収益を受取るが，他方， 2 
国からの輸入労働者は 2国の労働価格で送金をおこなうと仮定しよう。前記の
ように資本価格は 1国よりも 2国が高く，労働価格は 1国よりも 2国が低いか
ら，このことは 1国にとっては有利， 2国にとっては不利な政策である。この
ような両国が非対称的な行動をとるという仮定は，ラマスワミにおいて重要で
あるが，最後の一般化のところで除去される。
ここでのモデルはすべて図によるが，モデルの特徴を端的に示すために数式
に示すと次のようである。 Kを所与の資本量， Lを所与の労働量， YをGNP,
Rを資本価格（収益率）， Wを労働価格（賃金率）とし， 1国， 2国の区別をそれ
ぞれ添字 12で示す。 そして， 添字のつかないkを1国から 2国への資本輸
出量， 同じ<,Lを2国から 1国への労働輸入量を示すとしよう。 Fは両国共
通の生産関数の形状を表わす。
目的は上記の仮定にしたがって， 資本・労働の国際移動が 1国のGNPに与
える効果を調べるのであるが， 2つの代替的な場合を仮定し，そのうち(a)1国
が資本輸出は認めるが労働輸入は禁止する場合は， 1国の GNPは，
Y1 =R1CK1 -K) + Wi山+Rぷ (1)
と表わされ，また， (b)1国が労働輸入は認めるが資本輸出は禁止する場合は，
1国の GNPは，
Y1=Rぷ +W心 +L)-W2L
と表わされるとする。ただし，
R1=h(K1-K, Li), W1=FL(K1, L1+L) 
R戸転(K叶K,L2), W: 戸凡(K2,L2-L) 
である。ここで， FK,凡はそれぞれ労働，資本の限界生産性である。
(1') 
他方， 2国は仮定によって passiveな国であり， 資本収益の償還， 労働所
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得の送金がすべて 2国の資本・労働価格でおこなわれていると仮定されている
ので， 2国の GNPは，上記(a)(b)の場合ともつねに，
巧=Rぷ叶W2L2
であって変わらないであろう。
(2) 
3. 最適資本輸出。最適労働輸入4)
ラマスワミ命題は厳密にいうと 2つの部分に分けられる。最適資本輸出量，
最適労働輸入量の存在と，その両者の間の関係とである。ここではそのように
2つの部分に分け，前者の部分をケムプ＝マクドウガルの図を用いて考察しよ
う。第 1図と第 2図がそれで， まず第 1図は 1国の GNPを最大にする最適
資本輸出量を示すものである。すなわち，第 1図の横軸の長さ EBは1国の資
本量を示し， K戌｛曲線は Bを原点として 1国の資本の限界生産性(=1国の資
本価格）を， kzkz'曲線は Eを原点として 1国から受け入れる 2国の資本の限
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4)この節ではラマスワミの前掲論文を説明するものとして， Bhagwati -Srinivasan 
(1983)の図に一部変更して依存した。
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界生産性(=2国の資本格価）をそれぞれ表し，仮定によって逓減している。生産
関数そのものは両国同ーであるが，両国の資本・労働量の差異によって限界生
産性曲線の形状が違うことに注意されたい。すなわち， 1国は 2国に比して資
本豊富国であることから， k1k1'曲線は EFの範囲ではあ柘’曲線の下方に
存在している。もし，資本の移動が完全に自由化されるならば， 1国から 2国
ヘ EFの資本輸出がおこなわれるであろう。
いま， 1国から 2国へ EDだけの資本輸出がなされるとしよう。 1国の G
NPはBから Dまでの k1尻曲線の下方部分の面積 k1RDBに資本輸出に
よる収益の受取り QDETの面積が加わらなければならない。その面積の大き
さは資本輸出の増加によって放物線状の形状を描く。すなわち， 1国の GNP
は資本輸出量0のときに最小で，資本輸出の増加によって増加し，その後減少
に転じて， 最終的に（つまり資本輸出が EFのときに）初期値より大きいある水
準に到達する。このように 1国のGNPを最大にする最適資本輸出量の存在す
ることが判明する。ちなみにそれは独占価格の決定の場合と同様で， k2k/曲
27 
234 関西大學「紐清論集」第39巻第2号 (1989年7月）
線の限界値を示す曲線 k2k*を引き，それと k1k1'曲線との交点の横軸上の
点まで資本を輸出すれば求められる。 Dがその点であり，ボカシ部分の面積は
最適資本輸出がおこなわれるときの 1国の GNPである。
次に，第2図は 1国の GNPを最大にする最遥労働輸入最を示すものであ
る。すなわち，第2図の横軸の長さ EIは2国の労働批を， l1l1'曲線は Eを原
点として 2国から受け入れる 1国の労働の限界生産性(=1国の労働価格）を， l2
l2'曲線は Iを原点として 2国の労働の限界生産性(=2国の労働価格）をそれぞ
れ示し，これらの曲線は仮定によって逓減している。 1国は 2国に比し労働
不足国であることから， l1l1'曲線は EHの範囲ではんが曲線の上方に存在
し， 労働の移動が完全に自由化されると 1国は 2国から EHの労働輸入をお
こなうであろう。
いま， ECだけの労働輸入がおこなわれるとしよう。第2図では 1国の GN
Pそのものではなく， 2国からの労働輸入による 1国の GNPの増加分が示
されている点に注意されたい。それは輸入労働者に送金がないとすれば，
QCETの面積であるが，それが存在するから，送金額 RCESの面積を引いた
QRSTの面積（ボカシ部分の面秋）となる。そして， 1国の GNPの増加分は（し
たがって GNPそのものも）労働輸入量 0のときに最小で， 労働輸入の増加によ
って増加し，その後減少に転じて，最終的に（労働輸入が ECのときに）ある水準
に到達する。すなわち， 1国の GNPを最大にする最適労働輸入量が存在し，
それは l2l2'曲線の限界値を示す曲線 l2l*を引き，それと l1l1'曲線の交点
の横軸上のところまで労働を輸入すればよい。 Cがその点で，上記のボカシ部
分は最適労働輸入の場合の 1国の GNPの増加分である。
最適資本輸出や最適労働輸入は完全に自由化された場合のそれではないこと
は明らかにされた。つまり，不完全な自由化のある水準における値である。で
は，そのような水準はどのようにして実現されるか。最後に政策手段について述
べておこう。最適資本輸出を達成する場合は資本輸出規制か，輸出資本の収益
の対する課税かの何れか，あるいはその両方による。第 1図をもう一度見られ
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たい。 1国は EDの枠を設けて資本の輸出規制をおこなうこともできるし，あ
るいは代替的に， QRの幅の資本収益に対する課税 (QRSTの面積が課税額）を
おこなうこともできる。輸出規制から生じるレントにせよ，税収にせよすべて
1国の所得となることに注意されたい。他方，最適労働輸入を実現する政策手
段も同様であるが，労働輸入は被規制国（この場合2国）にレントを与えるから，
ここでは輸入労働者の送金に対する課税を考える。すなわち，第 2図で QRの
幅の送金に対する課税(QRSTの面積が課税額）をおこなえばよい。
さきにも明らかにしたように，いずれの場合も最適状態，完全自由化状態，
完全禁止状態の順に 1国の GNPを増加させた。したがって，資本輸出の場合
は，最適規制•最適収益課税政策，完全自由化政策，完全禁止政策の順にそれ
政策ぞれ手段のランキングが可能となるであろう。労働輸入の場合も同様で，
最適送金課税政策，完全自由化政策，完全禁止政策の順にそれぞれ政策手段の
ランキングが可能であろう 5)。
4. 最適値の比較6)
ラマスワミ命題の後者の部分こそ資本輸出か労働輸入かという問題に直接関
係する部分である。というのは，前節で 1国の観点から最適資本輸出と最適労
働輸入を求めたが，両者間の優劣は不明であった。次に，最適資本輸出の場合と
5)ラマスワミ自身は数式で表している。すなわち，最適衰本輸出，最適労働輸入の条件
は前節の (1)(1')をそれぞれ K,L で微分して，
FK (Ki-K, L,)=FK (K2+K, L2)+K・FKK (K: 叶 K,L2) 
凡 (K,,L1+L)=FL (K2, L2-L)-L・FLL (K2, L2-L) 
であり，最適資本輸出を実現するための資本収益に対する課税率，最適労働輸入を実
現するための送金に対する課税率はそれぞれ上記の式より、
(R2-R1)/R2=K• FKK (K叶K,ら）/FK (K叶K,L2) 
(W1-W2)/W1=L・FLL (K2, L2-L)fFL(K1, L,+L) 
である。
6)この節の説明は主として Bhagwati-Srinivasan(1983)および， Webb (1970)に
依存するが，とりわけ，後者の脚注の図をより発展・エ夫させたものである。
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最適労働輸入の場合のどちらが有利かについて，それぞれの場合の 1国の GN
Pを示す図を試みよう。
そのために，第3図のように矩形の縦の辺に 1, 2両国の資本量の合計をと
り，横の辺に同じく 1, 2両国の労働量の合計をとったボックス・ダイアグラ
ムを用いよう。すなわち，矩形の Oi]と01Bは1国の資本量と労働量を示し，
Oilと 02Aは2国の資本量と労働量を示す。 この矩形の左下の 01点を原点
として 1国の等量曲線を描き，右上の 02点を原点として 2国の等量曲線を描
N 
?
?
02 
ー
01 ? M 
第3図
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こう。生産関数が両国とも同ーである仮定から，両国の等量線は矩形の対角線
o; 02上で接するはずである。 ということは 01 2゜線上においては両国の
資本価格も労働価格はそれぞれ一致し，資本・労働の移動はおこなわれなくな
る。したがって， 0102は両国間の契約曲線を示し，この線上で両国全体とし
ての生産要素市場のパレート最適が達成される。この節では前節と違って，要
素価格の差はすべて相対価格の差として表わされる。しかし，その背後に絶対
価格の差が存在すると仮定しておこう。すなわち，
Wi!R柔 W2/R2であれば常に， W1奎W2,R1奎R2
であるとしよう。
第3図のボックス・ダイアグラムは第 1図と第2図を包含するものである。
たとえば，第3図の線分 EBは1国の資本輸出を示した第1図の横軸 EBに
対応している。すなわち， E点は両国の資本量，労働量の初期状態（完全禁止点）
を示し， D点が最適資本輸出点であり， F点が最大資本輸出点は詮：自由化点）で
ある。 同様に，第3図の線分 EIは1国の労働輸入を示した第2図の横軸 EI
に対応している。 C点が最適労働輸入点であり， H点が最大労働輸入点（完全
自由点）である。そして，前述のように F,H点を含む対角線上では資本， 労
働の移動は止まるから，三角形 BFHは1, 2両国間における資本・労働の移
動領域ということができる。
いま， 1国が EDの資本輸出をおこなう場合を想定しよう。 そのような場
合， 1国の GNPは D点を通る 1国の等量曲線だけではなく，資本輸出によ
る収益の受け取りを含めなければならない。 1国の資本収益の受け取りはどう
測定されるか。 2国は 1国からの資本を用いて， 全部で ADの資本と 02A
の労働で生産が可能であるから， その生産量は 02Dで示されるが，そのうち
1国の資本 EDとともに用いられる労働は ECであり， その資本・労働によ
る生産は CDである。 この生産を示す線分 CDは1国に帰属する資本所得と
2国に帰属する労働所得とに分割されなければならない。それを示したのが第
4図である。いま， D点における 2国の等量曲線の接線が E点を通る水平線
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と交わる点を G とすると， 前記 (1)式の記号を用いて， EC= (R2! W2)K, 
EC=Lであるから，
EC ＝ Rぷ. CG Rぷ+w;必
となり，この式は 2国に投資された 1国の資本の分配率を示す。念のため，
DC線は 2国側の等量線の接線であり， 2国の資本価格で資本収益を受け取る
仮定に合致していることを指摘しておこう。 1国の資本の分配率が求められた
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ので， それを比例三角形の性質を用いて線分 CD上に投影すれば， P点によ
って， 1国資本の 2国における生産を示す CDを1国の資本所得と 2国の労
働所得に分割する点が示される。かくて， P点の軌跡である EQ曲線は 1国
の各資本輸出に対応する生産増加の両国への分配関係を示すものである。 EQ
曲線を分配曲線と名付けよう。 EQ曲線は E点を通る 2国の等量曲線よりも
左方にあり，右下がりで凸状の形であることは明らかであろう。
そうすると， 最適資本輸出は EQ線の制約のもとで 1国の GNPを最大に
する点で達成されるはずである。それは第3図において， 1国の等量線が EQ
線に接する P点においてである。そして， 02から P点を通る直線が AB線
と交わる D点で最適資本輸出量が決定される。最適資本輸出量は EDであ
る。そして， 最適資本輸出を達成する 1国の GNPは等量曲線 Y/によって
示される。
次に，最適労働輸入の場合はどうか。ラマスワミにしたがって 1国が2国に
輸出していた EDの資本を償還するとともに， その資本とともに 2国で用い
られていた ECの労働を 2国から輸入する場合を想定しよう。 もし， 1国内
でその ECの労働に対して 2国内におけると同様の資本・労働比率が採用さ
れるとすれば， 1国の GNPはさきの最適資本輸出がおこなわれていたときと
変わらず，いぜんとして 01Dであろう。なぜなら， 2国の労働者はつねに 2
国の労働価格で送金をおこなうと仮定されているから， 2国の労働に帰属する
部分は（したがって1国の資本に帰属する部分も）さきの最適資本輸出の場合と変わ
らないからである。
けれども， 1国内においては輸入労働者の参入によって新しい資本・労働比
率が成立するはずである。それは01Cの勾配によって示される。そして，こ
の 01C線と P点を通る 2国の等量曲線巧＊とが交わる点を R としよう。 R
点をラマスワミ点とかりに名付けよう。 2国の等量曲線兄＊は右下がりであ
るから， R点は P点よりも 1国にとって少なくとも上位の等量曲線 Y/上に
ある。このことから，最適資本輸出よりもそれに対応する労働輸入の方が， 1 
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国にとって有利であることが判明するであろう 7)。 この労働輸出は最適労働輸
出である必然性はない。しかし，最適労働輸出であれば，なおさらこの命題は
妥当するはずである。最適労働輸入量における 1国の GNPはこの労働輸入量
のそれよりも定義的に大きいからである。かくて，最適資本輸出よりも最適労
働輸入が1国にとって有利というラマス＇ワミ命題は明らかにされた。ここで，
.P点と R点においては 2国側の GNPが変わらないと想定したのは，両点を
もたらす D点と C点においては 2国内の資本・労働比率は同じであるから，
2国の資本価格と労働価格はそれぞれ変わらず，したがって前記の (2)式よ
り， 2国の GNPも変わらないからである。 このことは 2国の労働価格で輸
入労働者の送金がおこなわれるという仮定に依存していることも念のために指
摘しておこう 8)。
以上の結果得られた 1国の GNPの各指標を対比してみよう。最初の資本・
労働の移動のない場合の 1国の GNPを Y占資本・ 労働の移動が完全に自由
におこなわれる場合のそれを Y1Qとすれば，
Y/> Y/> Y1 Q> Y? 
である。
最後に，・前節で示した最適資本輸出や最適労働輸入が実現されるための政策
は，第 3, 4図のような図ではどう表されるか。第 5図はそれを示したもので
ある。 まず，最適資本輸出点 Pにおける 1国の等量曲線の勾配が a, 2国の
等量線の勾配が¢ であり， このことは 1国の資本価格は 2国の資本価格より
もこの勾配の差だけ小さいことを示す。したがって，この差に相当する資本収
益税を課せばよいわけである。そうすれば，課税後の f]は a に一致することに
7)厳密にいうと Oz点の方がより 1国にとってさらに有利である。しかし，それは1国
が労働だけではなく資本の輸入している状態であって，そのようなことは 1国は2国
よりも資本価格が低いという当初の仮定からありえない状態である。 Qz点の指摘に
ついては Jones-Coeho--Easton(1986)参照。
8) Calvo-Wellisz (1983)によるラスワミイの命題を別のかたちで証明しているが， 必
ずしも簡明とはいえず，小論による図示の方が平易と思われる。
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なり，そこで両国の資本の限界生産力の均等状態が生じることになる。同様に，
最適労働輸入点 Rにおいては， 1国の等量曲線の勾配 a'と2国の等量曲線
の勾配 fi'の差だけ 1国の労働価格は 2国の労働価格よりも大きく，その差の
送金税を課せばよい。その場合も課税後のがは fi'に一致し， そこで両国の
資本の限界生産力の均等状態が生じることになる。
5. ラマスワミ命題の 1つの一般化
前節のラマスワミ命題は， 1, 2両国が非対称的に行動することを仮定して
いた。すなわち 1国は， 1国より高い 2国の資本価格で収益を受け取れる資本
輸出をおこなうが， 2国からの輸入労働者に対しては 1国より低い 2国の労働
価格でしか送金を認めない労働輸入をおこなうことであった。つまり， 1国は
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activeに自国にとって有利な (2国にとって不利な）政策を遂行でき， 2国はそ
れに対して passiveに対応するという仮定であった。第 3, 4図で示した 1
国の分配曲線 EQはそのような仮定にもとづくものであった。
その逆の場合も考えられよう。 2国は 2国の価格で労働輸入の送金をおこな
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第6図
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うが， 1国は 1国の価格でしか資本輸出の収益の受け取りが認められない場合
である。すなわち， 2国が activeにふるまって，自国に有利な(1国に不利な）政
策をおこない， 1国が passiveに対応する場合である。第6図をみられたい。
その場合の 2国の分配曲線は第4図と同様の作図によって ERQ曲線（上に凹状）
のように描くことができる。同様に， 2国にとっての最適労働輸出，最適資本
輸入が求められる（その図示は省略する）。その結果，労働豊富国は特定の最適状
態のもとでは，労働を輸出するよりも資本を輸入する方が有利という命題がえ
られる。そして一般的には，各国はそれぞれ相対的に豊富な資源を輸出するよ
りも， 相対的に稀少な資源を輸入する方が有利という命題がえられるであろ
う。これは拡大されたラマスワミ命題といえるものである。
両国の分配曲線は 0102線上で一致することも指摘しておこう。すなわち，
Q点において一致するのである。 0102線上においては両国の等量曲線は必ず
接するから， F点 (1国の資本輸出点） H点(2国の労働輸出点）における各等量曲
線の接線も平行となるからである。その結果， Q点における両国の等量曲線の
共通の接線は E点を通る直線となることも付言しておこう。（第6図参照）
最後により一般的な場合として， l, 2両国ともそれぞれ自国に有利な方法
で相対的に豊富な生産要素の輸出をおこなう行動を仮定しよう。そして，相対
的に稀少な生産要素の輸入の方はいずれも passiveに対応すると仮定しよう。
両国とも全く対称的な行動を仮定するわけである。いままでのモデルと対比さ
せるために，このような場合の特徴を示す数式を挙げると，それは前記の(1),
(1'), (2)式に代って，
Yi= Ri (Ki -K) + Wふ+Rぷ
Y2=R2氏+W2CL2-L) + WiL 
(3) 
(4) 
式が成立する場合である。第 6図を見られたい。 1国が EDの資本輸出をお
こない， DPの資本所得を求めるとしよう。 2国はそれに対抗して ECの労
働輸出をおこない， CRの労働所得を求めるであろう。そのような過程が進行
し七，両国の所得分配点は Q点に収束して， そこで一致するに至るであろ
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う。 Q点を政策均衡点と名付けよう。
政策均衡点の性質について次のことが指摘できる。第 1は，政策均衡点はい
ずれの国にとっても E点をとおる等量曲線よりも上位の等量曲線上に存在す
ることである。それは相手国の分配曲線上の総ての点についても妥当する。と
いうことはラマスワミの想定したように，たとえ生産要素の移動について自国
の不利な，相手国に有利な政策がおこなわれても，生産要素の移動を禁止して
いる状態よりもなお自国に有利ということであり，したがって当然のことなが
ら，いずれの国も相互に有利な生産要素の輸出政策を行った結果生じる最終
的な状態においては，生産要素市場を閉鎖している状態よりも有利ということ
である。第2は， Q点が必ず対角線 0102上に位置していることは，両国全体
からなる世界全体の生産要素市場におけるパレート最適の条件が満たされてい
るということである。両国が相互に有利な生産要素の輸出政策を競争しあった
結果は，世界全体として最も効率的な資源配分の状態が達成されることになる
のである。
要するにこのようなモデルによっても，いずれの国にとっても資本・労働の
自由な移動を認めることは， それを認めない状態よりも少なくとも有利であ
り，そして，世界全体にとっては最も有利な体制であることが容易に判明する
のである。
6. むすびに代えて
日本の外国人労働者の導入問題にたいして，その代替的政策として導入先の
国々への援助の拡充が主張されているが，そのいずれの政策が有利かという議
論の基礎として，小論ではラマスワミ命題について考察した°その結果，資本豊
富国にとっては最適資本輸出政策よりも最適労働輸入政策の方がベターという
ラマズワミ命題は証明されたし，それを多少一般化することも可能であった。
けれども，基本的にはラマスワミ命題は 2国2要素 1商品モデルの多くの厳重
な仮定に限定された場合においてのみ成立するものである。仮定の除去という
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かたちでこの命題の深化の試みも見られないことはないが9), モデルの性格上
その一層の深化には限界があろう。
別の，ある意味ではより一般的な観点からすると，資本輸出か労働輸入かと
いった日本が直面じている問題に対しては， このような staticなモデルより
も，もっと単純に dynamicなモデル適用が望ましいのではないだろうか。と
いうのは，生産要素の国際移動は長期の経済成長効果をもたらすし，また，そ
れゆえに期待されているからである。たとえば，単純なハロッド型の成長モデ
ルについてみても，資本輸出はらC,=s-bにおける bの値の増加によって
適正成長率 G,.を低下させ，労働輸入は GnC,=s, or=fsにおいて Gnの値そ
のものを増加させ，いずれもその当事国の長期的な繁栄に貢献することが示さ
れる。経済成長モデルによる展開がこの問題の今後の 1つの発展方向でないか
と思われるのである10)。
成長に対する貢献とともに，労働輸入に関しては，その参入による自国の労
働者の失業問題，環境，治安等にかんするさまざまな外部不経済効果が考慮さ
れなければならないであろう。資本輸出に関しては，産業の空洞化問題も無視
できない。また，その発展のためにどうしても労働輸入によらなければならな
い産業・企業もあろうし，資本輸出が可能な産業・企業もあろう。さらに，ラ
マスワミ命題のような当事国だけではなく，受入国の経済成長に及ぽす効果も
示されなければならないであろう。こうした問題が今後に残されていることも
付言しておきたい。
9")例えば，失業（賃金硬直性）の存在の場合の Brecher-Choudhri(1987), 固定要素
の存在の場合の Kuhn-Wooton(1987), 特殊要素存在の場合の Srinivasan(1983) 
等がある。
10)例えば・ソローの成長理論を利用したものとして， Saavedra-Wooton (1984)があ
る。
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